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年利、％

2017/12　①4.35％　②4.91％　③4.02％（月末値）

為替レート

5.8

6.0

6.2

6.4

6.6

6.8

7.0

7.2

2013年 2014 2015 2016 2017

14

15

16

17

18

19

20

21
①対ドル（左目盛） ②対円（右目盛）

元/ドル

2017/12
①6.59元/ドル
②17.1円/元

（月中平均値）

円/元

上海総合指数（株価）

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

2013年 2014 2015 2016 2017

千ポイント

2017/12　3,293.7ポイント

（月中平均値）

実質ＧＤＰ

0

1

2

3

4

5

2013年 2014 2015 2016 2017

0

2

4

6

8

10

①前期比増減率（左目盛） ②前年比成長率（右目盛）

前期比％、季調済 前年比、％

2017/7-9  ①+1.7％　②+6.8％

マクロ経済過熱指数

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

2013年 2014 2015 2016 2017

季調済
ポイント

2017/10  73.3ポイント

（注）景気循環を示す。
100が拡大・後退の目安。

新築住宅価格
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グラフで見る中国経済 2018 年１月号（Ｎｏ．１０４） 

中国景気は緩やかに持ち直している。まず企業部門では、２０１７年１１月の通関輸出が前年比+１２．３％（前月

は同+６．９％）と、欧米向けの増勢拡大により、８か月ぶりの高い伸びとなった。１２月の製造業ＰＭＩは５１．５（中

立水準は５０）と、「生産」や「新規受注」の堅調な増加を受けて、前月の５０．８から上向いている。次に家計部門を

みると、１１月の小売売上高は前年比+１０．２％と前月の伸び（同+１０．０％）をやや上回った。「独身者の日」（１１

月１１日）に実施されたインターネット通販セールが盛り上がったことが足元の個人消費の伸びを押し上げた。 

【今月のトピック：習指導部、経済構造改革加速】 ２０１７年１２月開催の中央経済工作会議では、習近平指導部２期目

の初年度にあたる２０１８年の経済運営方針が示された。習指導部は環境保護などを強調し、政策の重心を経済構造

改革に移した。ほか、重大リスクの抑制という方針も明確にした。金融分野に関しては、中国当局が実体経済に見合う

水準以上の銀行融資とシャドーバンキング（影の銀行）による融資を抑える方針を打ち出した。また、財政分野に関して

は、当局が地方債務の管理強化を掲げており、地方政府による過剰投資を抑制する方針が示された。 

（出所）中国人民銀行、中国国家統計局、ブルームバーグ 
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（出所）中国国家統計局、中国海関総署、中国商務部、中国汽車工業協会、中国物流購買連合会、中国人民銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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